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１ 本検討会の開催趣旨 

 

毎月勤労統計においては、全国の労働者全体の水準を表す本系列について、名

目賃金とともに実質賃金が毎月公表されている。 

一方、平成 30 年１月より、「当月分」及び「前年同月分」ともに集計対象とな

った（回答した）調査対象事業所（以下「共通事業所」という。）の賃金に係る

前年同月比が参考値として公表されている。 

この「共通事業所」の賃金の集計値については、統計ユーザーの多様なニーズ

に対応するため実質賃金も示すことを求める意見がみられる一方、実質賃金を

示すためには「共通事業所」の集計値の特性に起因する課題など様々な論点が存

在する。 

このため、毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる様々な論点

について、統計的な観点からの専門家による検討の場を設け、課題を整理するこ

とをその開催趣旨として、「毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめ

ぐる論点に係る検討会」（以下「本検討会」という。）が設置された。 

本検討会は、平成 31 年２月 22 日に第１回を開催して以降、14 回にわたり議

論を重ねた。３月 29 日の第７回検討会において、様々な論点を整理した「中間

的整理」を取りまとめ、その後、これを踏まえて、さらに検討すべき課題につい

て分析を進め、このたび、本報告書をとりまとめた。 

 

 

２ 毎月勤労統計について 

 

（１）毎月勤労統計の概要 

毎月勤労統計において「本系列」として公表されている数値は、我が国の常用

労働者５人以上規模のすべての事業所を母集団として、無作為に抽出された調

査対象事業所の調査データに基づき集計されているものであり、日本の経済全

体の賃金や労働時間等の水準やその動きを表している指標である。 

したがって、「本系列」は、経済構造の変化に伴う動きも反映され、それらを

含めた我が国全体の賃金や労働時間等を示す指標であり、時系列比較も可能な

統計であることから、平均賃金額、平均労働時間数等の実数とともに、これらの

時系列比較のために、基準時点を 100 として指数化した名目賃金指数及び実質

賃金指数などの各種統計データが作成・公表されている。（資料〔１〕（資料編 P2

～3）参照） 

 

 

（２）毎月勤労統計における実質賃金について 

毎月勤労統計においては、「実質賃金指数」及び「実質賃金指数の前年同月比」

が公表されているが、これは、「本系列」の「現金給与総額」及び「きまって支

給する給与」から作成した「名目賃金指数」を「消費者物価指数（持家の帰属家
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賃を除く総合）」で除すことで作成されているものである。 

実質化とは、時価で表示した価額（名目値）の動きから価格変動の影響を取り

除くこと（※１）であることから、毎月勤労統計においては、単に前年との比較

というよりは、物価の変動を踏まえた賃金の価値を示すため、「本系列」につい

て、時系列比較を目的とした「名目賃金指数」を賃金の実質的な購買力を示す指

標となるよう上記の「消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）」で除すこ

とにより「実質賃金指数」が作成されており、その前年同月比と併せて、公表さ

れているものである。（資料〔２〕（資料編 P4～5）参照） 

 

（※１）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算推計手法解説書（年次推計編）

平成 23 年基準版」による。 

 

 

３ 毎月勤労統計における「共通事業所」の概要 

 

（１）「共通事業所」の集計値の作成・公表の経緯 

毎月勤労統計は、事業所規模 500 人以上の事業所を除き、抽出調査で実施さ

れているため、一定の標本誤差が存在する。特に、定期的に実施される調査対象

事業所（サンプル）の入替時には、一時的な断層（ギャップ）が発生する。 

また、調査結果から、産業計あるいは事業所規模計等を推計するに当たっては、

母集団労働者数を元に算定される推定比率を用いられているが、その母集団労

働者数に基づく労働者ウェイトの基準値（ベンチマーク）は、全国の事業所の全

数調査を行っている「経済センサス」の最新の結果を利用して、基準とする事業

所規模・産業別の労働者構成割合の見直し（労働者ウェイトの基準値の更新（ベ

ンチマーク更新））が行われている。 

この労働者ウェイトの基準値の更新は、サンプル入替時に併せて行われるが、

これによっても一時的な断層（ギャップ）が発生する。 

平成 27 年１月以前のサンプル入替時には、これらの要因によって発生する一

時的な断層（ギャップ）について、指数及び前年同月比が滑らかに接続されるよ

うに補正（ギャップ修正）を行い、過去に遡って、数値（指数及び前年同月比）

の改訂が行われていた。 

 

しかし、過去の高度成長期と異なり、近年は賃金伸び率（前年同月比）が０％

近くとなっていることもあり、ギャップ修正により、一度公表された賃金伸び率

（前年同月比）が過去に遡ってプラスからマイナス、あるいはマイナスからプラ

スに修正されることがあり、統計のユーザーから、分かりにくい、景気判断等の

指標として使いづらい等の意見が出ていた。 

 

このような状況を踏まえ、従前は、２～３年に１度、調査対象事業所（サンプ

ル）の全数を入れ替えていたサンプルの入替方法等について、平成 27 年以降、
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厚生労働省における「毎月勤労統計の改善に関する検討会」や統計委員会の「基

本計画部会」、「新旧データ接続検討ワーキンググループ」等で議論が重ねられ、

平成 28 年８月には、同ワーキンググループで、標本交替による新旧断層への対

応として、「（過去値を補正し断層を解消することなく）新旧係数をそのまま接続

する」、「断層が過度に拡がる前に、標本を交替させる」といった「望ましい方向」

がとりまとめられるとともに、「特性に応じた対応が望ましい方法」として、「標

本交替に際し、ユーザーニーズが強いものに関しては、継続標本による参照値の

作成を検討する」こととされた。 

 

こうした議論を踏まえ、毎月勤労統計においては、統計委員会に対する諮問

（平成 28 年 11 月）、答申（平成 29 年１月）等を経て、平成 30 年１月から 30～

499 人規模事業所についてもサンプルの部分入替（ローテーション・サンプリン

グ）を導入した。それに伴い、労働者全体の水準を示す本系列の他に、サンプル

入替による影響を回避できるとともに、景気指標としてそれぞれの労働者が実

感する自分の働く事業所の賃金上昇率に相当するものとして、当月と前年同月

の両方に回答している事業所（共通事業所）での比較値（「共通事業所」の集計

値）を「参考値」として示すこととし、「公的統計の整備に関する基本的な計画」

（平成 30 年３月６日閣議決定）に基づき、毎月勤労統計調査の平成 30 年１月

分確報から公表が開始された。（資料〔３〕（資料編 P7）参照） 

 

 

（２）「共通事業所」の集計値の目的・定義 

上述のとおり、サンプル入替や労働者ウェイトの基準値の更新により、一時的

な断層（ギャップ）が発生する可能性があり、「共通事業所」の集計値とは、こ

うした影響を除去した２時点間の（短期的な）賃金等の動向をみるために、当月

と前年同月の両方に回答している事業所における前年同月比を参考値として公

表しているものである。これは、景気指標としてそれぞれの労働者が実感するの

は、自分の働く事業所の平均賃金の変化であるとの指摘があり、共通事業所はそ

れに対応した指標でもある。（ただし、後述する４（６）の「年間残留率」に関

する課題も存在することに留意。） 

具体的な集計方法は、①サンプルの部分入替、②産業構造の変化等に伴う労働

者ウェイトの基準値の更新の影響を除いたものとするよう、当月と前年同月の

両方に回答している調査対象（共通事業所）のみに限定し、母集団を本系列と同

じものと想定した上で、前年同月の労働者のウェイトを当月と同一のものとし

て集計して、前年同月比を算定している。 

この「共通事業所」の集計値については、従来は、事業所規模 30～499 人以下

については、２～３年ごとにサンプルを総入替していたものを、平成 30 年１月

から、毎年一定割合ずつを入れ替える部分入替（ローテーション・サンプリング）

方式に変更したことから、集計が可能となったものである。（資料〔４〕（資料編

P8）参照） 
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（３）「共通事業所」の公表値の概要 

「共通事業所」の集計値は、前年同月比という１年間の動きに限定して集計す

ることを目的としているので、当月と前年同月の両方に回答している事業所の

みを対象としている。このため、前年と比較するか、翌年と比較するかで、当月

の集計対象事業所が異なり、その結果、各年各月において２つの集計値が併存し

ている。（資料〔５〕（資料編 P9）参照） 

また、あくまでも前年同月との比較をする目的のため、当月と翌月との比較に

おいては、それぞれで前年同月との両方に回答しているという制約があること

から、両者は異なる事業所群となっており、母集団から同一の要件で抽出された

とは言えないものと考えられる。 

 

以上のように、「共通事業所」の集計値については、それぞれの月について前

年同月比という１年間の動きに限定して集計することを目的とした集計値であ

り、「本系列」のような長期的な時系列比較が可能な指標として想定してこなか

ったことから、名目賃金額及び前年同月比のみ公表しており、名目賃金指数や実

質賃金指数については、これまで作成されていない。 

 

 

４ 共通事業所の集計値に係る分析（本系列との比較を中心として） 

 

（１）共通事業所の特性 

(a) 共通事業所の定義によるもの 

共通事業所は、当月と前年同月の２時点の両方に回答している事業所という

定義であることから、１つの月について、１年前との比較をするか、１年後と

の比較をするかで、集計対象となる事業所が異なることとなるので、その結果

として各月に２つの集計値が存在する。（資料〔６〕（資料編 P11）参照） 

 

また、共通事業所は、前年同月比の算定において、当月と前年同月の労働者

のウェイトを同一のものとして集計しているため、１年前との比較をするか、

１年後との比較をするかで、その集計に用いる労働者ウェイトが異なっている。

このため、各月の２つの賃金額についても、その比較に当たっては注意する必

要がある。 

 

さらに、各月の比較においても、それぞれの前年同月との両方に回答してい

るという制約があることから、集計対象となる事業所群が異なっていることに

も留意が必要である。 

 

したがって、各月の賃金額が１つに定まらないという性格に加え、事業所群
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が月ごとに異なるものとなることから、特定の２時点間の比較（前年同月比）

こそできるものの、より長期間や前月等との時系列比較は困難なものとなって

いる。 

 

集計対象となる事業所群が異なっていることについては、本系列も、調査対

象事業所が同じであっても、回答の有無によって、各月の回答事業所は異なっ

ており、一定の非標本誤差は発生するが、共通事業所の場合は、当月の回収率

に加えて、前年同月の回収率の影響も受けることに加え、前年同月にも回答し

た事業所にサンプルが限定されることとなるため（（３）の未提出事業所の影

響について参照）、本系列とは異なる非標本誤差が発生していると考えられる。 

本系列の集計対象事業所が翌月も集計対象となる割合は、サンプル入替の月

を除くと、96～97％であるのに対し、共通事業所が翌月も共通事業所となる割

合は、94～95％となっている。（資料〔７〕（資料編 P12）参照） 

 

 

(b) 共通事業所のサンプル数（特に事業所規模別に見たサンプルの偏り） 

共通事業所のサンプル数は各月で約１万事業所となっており、本系列として

回答のあったサンプル数は各月で約２万５千事業所となっているため、本系列

に対する割合は 40％程度となっている。 

共通事業所のサンプル数の本系列に対する割合を事業所規模別にみると、

500 人以上規模では 80％を超えているのに対し、100～499 人規模や 30～99 人

規模で約 45％、５～29 人規模では約 30％と、規模間で偏りがある。（資料〔８〕

〔９〕（資料編 P13,14）参照） 

 

これは、規模により、サンプルの取り方に違いがあるためで、500 人以上規

模では全数調査（ただし、この分析の時点では、東京都については抽出調査で

実施されている。）であるので、調査に回答している事業所は翌年以降も共通

事業所のサンプルに入る可能性が高いのに対し、500 人未満では抽出調査で実

施されているため、抽出により新規にサンプルに入ってから１年間は、または

回答した時点から１年未満でサンプルから外れる場合には、前者については当

月において、後者については１年後の月において、共通事業所の対象とならな

いためである。（資料〔10〕（資料編 P15）参照） 

特に、５～29 人規模については、同一企業の調査期間が１年半で、半年ご

とに３分の１を入れ替えるローテーション・サンプリングを実施しているため、

共通事業所の対象となり得るのは、最大で本系列の３分の１しかないこととな

る。 

また、現在は、30～499 人規模については、ローテーション・サンプリング

への移行期間であるため、調査期間は２～４年、１年ごとに２分の１を入れ替

えているが、令和２年からは１年ごとに３分の１ずつの入替となり、前年同月

の比較対象となる事業所を含め、制度が平準化する令和４年以降は共通事業所
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の対象となり得るのは、最大で本系列の３分の２となる。 

なお、産業別に見た場合は、本系列のサンプルに対する割合が、製造業で約

47％、運輸業,郵便業で約 44％であるの対し、卸売業,小売業で約 33％、飲食

サービス業等で約 34％と、産業間による差異は見られるが、事業所規模間ほ

ど顕著なものではない。（資料〔９〕（資料編 P14）参照） 

 

 

（２）共通事業所の集計値の特性 

(a) 賃金水準 

共通事業所の集計値は、労働者ウェイトの基準値の更新の影響を除去するた

めに、各月で前年同月比を計算する賃金額は、前年と比較する場合は当年の労

働者ウェイト、翌年と比較する場合は翌年の労働者ウェイトを用いて算定して

いる。 

このため、共通事業所と本系列とは、そのままでは比較できない。そこで、

共通事業者について、比較対象月に拘わらず、本系列と同様に当該月の労働者

ウェイトで集計することにより、本系列と共通事業所の違いを分析したところ、

規模間で差異が見られるものの、全体的な傾向として、共通事業所の集計値の

方が高くなっている。（資料〔11〕（資料編 P17～21）参照） 

 

ただし、単位集計区分（母集団への復元のための推計比率を設定する産業・

事業所規模別の区分。この区分ごとに各種平均値が算定され、当該区分に応じ

た推計比率を乗じて合算することにより、産業計、事業所規模計等が推計され

る。）別におけるサンプルの平均値と標準偏差を比較すると、それぞれ本系列

のそれと近い値になっており、その相関は高くなっている。（資料〔12〕（資料

編 P22～33）参照） 

 

この点を更に詳細にみるために、産業・事業所規模の単位集計区分（1,000

人以上規模及び 500～999 人規模においては、東京都とそれ以外の道府県に区

分）ごとに推計モデルで、乖離の推計を行ったところ、多くの区分で、共通事

業所が本系列と比較してやや高い傾向が見られるが、産業・規模によって相違

があり、一定の特性を示すものとまでは言えなかった。（資料〔14〕（資料編 P42

～60）参照） 

 

 

(b) 賃金伸び率 

共通事業所の賃金伸び率について、本系列と比較したところ、時系列の動き

には一定の相関はみられるが、その水準には乖離がみられる。（資料〔15〕（資

料編 P61～64）参照） 

また、各月において産業・事業所規模別にみた場合には、相関はあまりみら

れないが、これは、各産業・事業所規模区分の動向は、時系列では、それぞれ
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が各時点の経済状況の変化の影響を受け、同じような動きを示すものの、その

受ける影響の大きさ等については様々であり、共通事業所の賃金伸び率が本系

列の賃金伸び率と同様のものを示す指標、すなわち、本系列を代替するものと

はなっていないものと考えられる。（資料〔16〕（資料編 P65～68）参照） 

 

なお、共通事業所において、単位集計区分のサンプルの賃金額と賃金伸び率

を比較すると、相関はほとんどなく、これらの関係性は低いものと考えられる。

（資料〔17〕（資料編 P69～80）参照） 

 

(c) パートタイム労働者比率、女性比率 

平成 30 年１月～12 月までの「本系列」と「共通事業所の集計値」の就業者

構成の違いをみると、パートタイム労働者比率は、すべての月において、「共

通事業所の集計値」の方が低く、また、女性比率（男性を 100％としたときの

女性の割合）についても、「共通事業所の集計値」の方が低くなっている。（資

料〔18〕〔19〕（資料編 P81～82）参照） 

 

 

（３）未提出事業所の影響について 

共通事業所は、その定義から、当月と前年同月の両月に存在する事業所が調査

対象となり得るが、実際に集計対象となるのは、両月で回答のあった事業所に限

られる。そのことにより、共通事業所の集計値に何らかのバイアスが存在するか

を確認するため、「平成 29 年１月と平成 30 年１月の両月で調査対象であり、か

つ、両月で回答があった事業所（共通事業所）」と「平成 29 年１月と平成 30 年

１月の両月で調査対象だが、平成 30 年１月には提出がなかった事業所（未提出

事業所）」の２つ事業所群について、平成 29 年１月時点の賃金を比較したとこ

ろ、共通事業所の賃金額は、未提出事業所の賃金額と比較して相対的に高い傾向

にあった。すなわち、概念としては前年同月から調査対象である共通事業所の集

計値を算定しようとするものであるが、実際に集計対象となった共通事業所の

集計値は、前年同月にも回答している事業所に限定されるという非標本誤差も

生ずることにより、より強い「サバイバル・バイアス」が発生している可能性が

ある。 

ちなみに、未提出事業所のサンプル数は、共通事業所のサンプル数の 10％程

度となっている。（資料〔20〕（資料編 P84～88）参照） 

 

これについて、共通事業所を、回答があった事業所に限定せず、当月と前年同

月で調査対象である事業所と考えて、分析を行ったところ、定期的なサンプル更

新の頻度を高めることにより、サバイバル・バイアスは緩和されるとの結果とな

った。 
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（４）標本誤差について 

共通事業所は、本系列に比べサンプルサイズが小さくなっていることから、そ

の集計値の誤差は、相対的に大きくなっていると考えられるが、これは、同じ母

集団から抽出されたものであることを前提としている。 

しかし、これまでの分析からは、当月と前年同月の２時点の両方で回答のあっ

た事業所という定義を持つ共通事業所の母集団は、我が国の常用労働者５人以

上規模のすべての事業所を母集団とする本系列とは異なるものであると考えら

れる。また、共通事業所の事業所群は各月で変動し、そもそもどのような事業所

からなる母集団であるかが一意に定まらないため、現時点では誤差率を計算す

るのは困難である。（資料〔21〕〔22〕（資料編 P90～91）参照） 

 

また、共通事業所の賃金の前年同月比に関する標準誤差を求めるためには、現

行の標準誤差の推計方法とは異なる方法をとる必要があり、現時点では研究段

階のレベルと考えられる。 

 

しかし、一方で、共通事業所の誤差を一定程度評価することも重要であること

から、その代替として誤差計算における主要な要素の一つである変動係数（標準

偏差を平均値で除したもの。平均値の大きさに対するデータの相対的なばらつ

きの大きさを評価。）を、単位集計区分ごとに算定し、本系列と比較したところ、

明確な大小関係はみられず、共通事業所はサンプル数が少ないものの、変動係数

でみると全体として本系列と差はないものと考えられる。（資料〔23〕（資料編

P92～115）参照） 

 

 

（５）時間相関について 

共通事業所の賃金額について、２時点間（各月とその前年同月）の相関（以下

「時間相関」という。）を事業所単位で分析すると、相関係数は非常に高くなっ

ている。これは、同一の事業所では１年間で大幅に賃金額が変動するケースは少

なく、比較的安定しているためと考えられる。（資料〔24〕（資料編 P117～128）

参照） 

これを、単位集計区分の賃金額について、共通事業所と、共通事業所を除いた

本系列とで比較しても、同様な傾向にあり、本系列ではサンプル入替等の影響で

大幅に賃金額が変動する区分が見られるのに対して、共通事業所では比較的安

定している区分が多いものと考えられる。その結果として、共通事業所の前年同

月比は、本系列と比較して、安定的であると考えられ、（４）で示したようにサ

ンプルサイズが相対的に小さいにも拘わらず、変動係数が必ずしも大きくない

要因はこの点にあるのではないかと思われる。（資料〔25〕（資料編 P129～140）

参照） 

 

なお、共通事業所の賃金額の時間相関は高いものとなっているが、賃金伸び率
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の時間相関（当月における前年同月比と前年同月における前年同月比の相関）は

高くなっていないことから、共通事業所は、賃金水準、及びその水準の変化率の

安定的な把握には有効と考えられるが、事業所の賃金伸び率の把握については、

必ずしも有効ではない可能性がある。（資料〔26〕（資料編 P141～152）参照） 

 

 

（６）年間残留率について 

共通事業所の賃金伸び率については、同一事業所における平均賃金の前年同

月比から算出していることから、同一労働者の賃金伸び率を示すものとして捉

える向きもあるが、実際には、事業所への入職、事業所からの離職、さらには事

業所内での就業形態の変化等の影響も受けるものであるので、単純に同一労働

者の賃金の変化として捉えるのは適切ではない。 

この事業所内での労働者の変化を分析するため、毎月勤労統計における各月

の入離職状況を基に、一定の仮定の下で１年後に労働者が残留している割合（年

間残留率）を試算した。 

これによると、年間残留率は、就業形態計で 80～85％程度、一般労働者で 83

～87％程度、パートタイム労働者で 73～75％程度と試算され、比較的継続的に

勤務すると思われる一般労働者であっても、１年間で 15％程度が離職する結果

となった。（資料〔27〕〔28〕（資料編 P154～157）参照） 

したがって、共通事業所の集計値を労働者の賃金変化に近いものとして利用

する際には、事業所内での労働者の変化を含んだ集計値であることについて、一

定の留意は必要である。 

なお、年間残留率と賃金水準相関分析を行ったところ、相関はほとんどない結

果となった。（資料〔29〕（資料編 P158）参照） 

 

 

（７）米国における継続サンプルの活用事例 

共通事業所の基本的概念である、継続して計測可能なサンプルの活用事例と

して、米国における賃金・労働時間統計（CES：Current Employment Statistics）

がある。 

その集計方法は、WDLT（Weighted Difference-Link and Taper）というもの

で、詳細は資料〔30〕（資料編 P160～179）のとおりであるが、前月の集計値と

ともに、前月と当月に共通するサンプルの集計値及びその伸び率から、当月の集

計値を算出するものである。 

その手法において使用される係数は、理論的な裏付けがあるものではなく、一

定の試算の結果を基に決定されているものであるなど課題もあり、また、母集団

のリストは、失業保険加入事業所の名簿（約 1,000 万事業所）であり、常に最新

の情報に更新され、母集団情報として劣化しないものであることが、この方式を

活用できるポイントとなっている。また、約 14 万の企業及び政府機関、約 70 万

事業所が調査対象となっていることも、集計値を安定させているものと考えら
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れる。 

これらを考慮すると、５年周期で実施される経済センサスを母集団リストと

し、調査対象も約３万事業所である毎月勤労統計で、この方式を導入することは

難しいと考えられるが、共通事業所の活用事例の一つとしては参考となるもの

である。 

 

 

（８）デフレーターについて 

毎月勤労統計の本系列の名目賃金指数の実質化のためのデフレーターは、消

費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を使用している。 

 

消費者物価指数においては、昭和 21 年の作成開始当初の総合指数は「持家の

帰属家賃を除く総合」であり、昭和 45 年に参考系列として「持家の帰属家賃を

含む総合」が作成され、昭和 60 年の改定において、「持家の帰属家賃を含む総

合」の指数を総合指数とし、「持家の帰属家賃を除く総合」の指数を基本分類指

数の別掲項目とされた。 

毎月勤労統計では、実質賃金指数のデフレーターは当初の総合指数である「持

家の帰属家賃を除く総合」を使用してきた経緯もあり、「持家の帰属家賃を含む

総合」が総合指数となった以後においても、時系列接続の観点から、「持家の帰

属家賃を除く総合」が使用されているものである。 

 

国内の公的統計で実質化を行っているものとして、総務省の「家計調査」、内

閣府の「国民経済計算」があるが、前者のデフレーターは毎月勤労統計と同じく

「持家の帰属家賃を除く総合」、後者の基本単位デフレーターは、消費者物価指

数、国内企業物価指数、輸出物価指数、輸入物価指数、企業向けサービス価格指

数における各品目の物価指数等を用いて作成している。（資料〔31〕（資料編 P181）

参照） 

 

本検討会では、物価の専門家からのヒアリングも実施し、共通事業所の実質化

におけるデフレーターの検討を行ったが、共通事業所の集計値に適したデフレ

ーターというものは考えにくく、あくまでも本系列と同様のもので考えるのが

適当であると考えるものである。 

なお、本系列のデフレーターについては、帰属家賃を含むか否か、あるいは地

域別の物価を考慮したものとできないか等の議論や、さらには毎月勤労統計調

査が事業所ベースの調査であることから、賃金は労働コストであり、そういう観

点からは国内企業物価指数等をデフレーターとする考え方もあるが、いずれに

せよ、これらについては本検討会に求められるミッションを超えるものであり、

別途、本系列の検討において議論するべきものである。 
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５ 共通事業所の集計値に係る考察 

 

（１）共通事業所の賃金動向が示すもの（本系列との代替可能性） 

毎月勤労統計の本系列は、全国の事業所における賃金・労働時間等の動向を示

す指標であり、経済社会における産業構造や労働者構成など、様々な変化に伴う

動きが反映されている。 

一方、共通事業所は、その定義から、新規に設立した事業所や廃業した事業所

が除かれているものであり、１年以上継続的に活動している事業所のみが対象

となっていることに加え、当月と前年同月の２時点の両方で回答のあった事業

所に限定される。また、４（１）(b)でみたように、毎月勤労統計は事業所規模

別にサンプルの取り方に違いがあるため、事業所規模別にみると、本系列と比較

してサンプルに偏りがあることも確認された。 

こうした中、仮に、共通事業所の特性が、それ以外の事業所と同様と見なされ

るのであれば、その集計値は、全国のすべての事業所を代表する指標と見なすこ

とができるが、４で行った分析からは、現在の共通事業所の集計値は、非標本誤

差やサンプルの偏り、賃金額、賃金伸び率等の観点から、本系列と異なる特性を

持つものと考えられ、少なくとも本系列を代替し得るものではないと考えられ

る。 

また、本系列と比較してサンプルサイズが小さいにも拘わらず、数値が安定し

ている点についても、本系列とは異なるものを示す指標と考えられる。 

これらを踏まえると、共通事業所の集計値は、①サンプルの部分入替、②産業

構造の変化等に伴う労働者ウェイトの基準値の更新の影響を除去してみること

には適しているものの、全国の事業所の動向を示すものではなく、そのうちの一

部の事業所について、その動向を示していると考えることが適当である。 

この場合、これまでの分析においてバイアスとされているものは、全事業所

（母集団事業所）の特性と共通事業所の母集団の特性とのずれと考えるのが適

当である。 

 

 

（２）ローテーション・サンプリングの導入とその移行期間 

毎月勤労統計は、第一種事業所のうち 30～499 人規模事業所においては、従

来は２～３年ごとに全サンプルを入れ替えていたが、平成 30 年１月分調査から

１年ごとに３分の１を入れ替えるローテーション・サンプリングを導入してい

る。 

ただし、現在は移行期間中であり、平成 30 年１月、31 年１月においては２分

の１を入れ替え、かつ、その入替事業所には、調査期間が２年のもの３年ものが

混在する状況となっている。 

令和２年からは、３分の１ずつを入れ替えることとなるが、前年同月の比較対

象となる事業所も含め、制度が平準化するのは、令和４年１月以降となる。 

平準化される前のデータでは、例えば、本検討会で分析を行った平成 30 年の
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共通事業所の多くは、平成 27 年１月から調査対象となっている４年目のサンプ

ルであり、通常より強くサバイバル・バイアスが発生している可能性がある。 

また、平成 31 年（令和元年）や令和２年においては、調査開始時点の事業所

であっても、調査期間が２年で終了するもの（結果として、通常よりも「サバイ

バル・バイアス」が弱くなっている可能性）と、３年で終了するものが混在して

いる状況にある。（資料〔32〕（資料編 P183）参照） 

このようなことから、ローテーション・サンプリングが平準化するまでは、デ

ータ分析に当たっては、移行期間における一定の影響が含まれる可能性がある。 

 

 

（３）東京都の 500 人以上規模事業所の全数調査の実施 

本来全数調査であるべき東京都の 500 人以上規模事業所が、今回の分析時点

では抽出調査で実施されており、全数調査として実施されるのは令和元年６月

分調査からである。全数調査であれば、事業所が継続している限り、共通事業所

の対象となるが、抽出調査の場合は、入替により調査対象でなくなった事業所、

あるいは、調査対象となって１年目の事業所は、共通事業所の対象とはならない。 

このため、令和２年６月分調査前と以後とでは、分析の結果に、東京都の 500

人以上規模事業所の全数調査の実施の有無に伴う影響が生ずる可能性がある。 

 

 

（４）共通事業所の集計値の有効性及び実質化の可否について 

ローテーション・サンプリングを導入したことにより、サンプル入替による一

時的な断層（ギャップ）の規模は縮小すると考えられるが、完全になくなるもの

ではなく、また、今後とも、母集団労働者への復元の際の労働者ウェイトの基準

値の更新（ベンチマーク更新）によるギャップの発生も想定される中で、現行の

共通事業所の集計値は、その定義からこれらの影響を除去した指標として有効

なものである。 

サンプルサイズも本系列と比較して小さくなっているが、継続的に調査票を

提出している事業所という性格から、変動係数でみると全体として本系列と差

はないものと考えられるなど、結果数値には一定の安定性が見られ、今後とも参

考値として提供していくことが適切と考える。 

ただし、上述したように、共通事業所の集計値と本系列が示す指標とは、その

代表する母集団が異なると考えられることから、その示すものは本系列と異な

ること（本系列を代替するものではないこと）、現在の復元は母集団が異なる本

系列に即して実施しているという意味合いで、いわば「近似的な方法」であるこ

となど、一定の留意が必要である。 

 

また、共通事業所の定義が、当月と前年同月との両方に回答した事業所という

ものであるために、１つの月に２つの賃金額が生じることになり、各月の賃金額

が１つに定まらないという性格に加え、事業所群が月ごとに異なるものとなる



- 15 - 

ことから、現行の定義では、統計メーカーとしての立場から、時系列比較可能な

指標を作成することは不可能である。 

そのため、本系列において時系列比較の指数として公表している実質賃金指

数と同等の指標として、実質化した共通事業所の集計値を示すことは困難であ

り、今後とも、あくまでも当該１年間の共通事業所の賃金水準の変化の指標を参

考値として名目値を示すことが適当と考える。 

 

なお、共通事業所の前年同月比について、本統計のユーザーがその活用の過程

において、消費者物価指数の伸び率により実質化するなどの活用もなされてい

る。このように、ユーザーが、公表された統計データを基に他の統計等を利用し

て加工することなどは有意義なことであると考えられる。このため、統計メーカ

ーである厚生労働省には、共通事業所の集計値とともに、それに関わるユーザー

が必要とするような産業別・事業所規模別の実数値などの結果データ、調査方法、

データが意味するものなどの情報を積極的に提供していくことが求められる。 

 

 

６ 提言 

 

（１）継続的な調査対象事業所（サンプル）のデータの活用の可能性 

これまでの分析により、現行の共通事業所は本系列を代替するものではない

と考えられることから、その意味するものは何かについて、検討を行ってきたが、

その結論は以下のとおりである。 

 

共通事業所は、その定義（前年同月と当月との両方に回答した事業所）から、

新規に設立した事業所や廃業した事業所が除かれているものであり、本系列が

示す全国のすべての事業所を代表する指標ではなく、１年以上前から継続して

存在する全国のすべての「既存」の事業所を代表するものであり、かつ、現行の

定義によればそのうちの前年同月と当月との両方に回答した事業所群と考える

べきである。 

 

これは、本系列が調査対象としている事業所のうちのごく一部に過ぎず、その

集計結果が意味するところは本系列とは異なるものとなるが、共通事業所が、継

続するサンプルに着目して参考値としての公表を行っていることに鑑み、その

示そうとするものを明確にすることにより、時系列比較可能で実質化できる指

標（新たな概念）を検討することは可能ではないか、との仮説が成り立ちうる。

このため、今後、母集団を一意に特定し、時系列比較可能な事業所群を検討して

いく上では、例えば、「既存」の事業所の動向という新たな集計値の概念を示す

ことが考えられる。 

 

なお、経済産業省が所管する「商業動態統計調査」の一部など、小売業などで
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「既存店」の売上が統計として集計されているところであるが、これは新規に開

店した店舗を除いた「既存店」のみを集計対象として、その売上の動向を把握す

るものである。 

こうした事例を参考としつつ、継続的な調査対象事業所（サンプル）を活用

（「既存」の事業所の動向という新たな集計値の概念）することは、日本全体の

賃金動向を示す「本系列」の完全な代替とはならないものの、現在の「共通事業

所」より広範な事業所を対象とすることができ、かつ、新しく開設された事業所

と廃業した事業所の影響を除いた集計と考えることができる。 

 

 

（２）継続的な調査対象事業所（サンプル）を考える上での概念の整理 

ここで、「既存」事業所の動向という新たな集計値を検討するに当たり、事業

所を以下のように概念的に整理することとする。（資料〔33〕（資料編 P185）参

照） 

・全事業所： 調査時点で存在している、常用労働者５人以上を雇用する全国

のすべての事業所 

・調査対象事業所： 本調査の調査対象として、全事業所から無作為に抽出さ

れた事業所（全数調査の対象事業所も含む） 

・既存事業所： 全事業所のうち、調査時点の１年以上前から存在する事業所 

・継続事業所： 既存事業所のうち、調査対象事業所（サンプル）として抽出

されている事業所 

・共通事業所： 継続事業所のうち、調査時点（当月）とその前年同月の両方

において、回答した事業所 

・未提出事業所： 調査対象事業所のうちで回答しなかった事業所 

 

 既存事業所は、全事業所のサブカテゴリーであり、そこから無作為に抽出さ

れたサンプルとしての継続事業所を定義すると、共通事業所はその一部と考

えられる。 

継続事業所は、抽出されたサンプルであるので、サンプル入替に伴って新た

に入る事業所（サンプルイン事業所）や外れる事業所（サンプルアウト事業所）

の影響を受けるために、時系列でみるとギャップが発生する可能性がある。 

一方、共通事業所は、サンプル入替等の影響は除かれるが、共通事業所は、

継続事業所のうち、当月または前年同月で未提出、あるいはその両方で未提出

の事業所が除かれるため、非標本誤差の影響が相対的に大きいと考えられる。 

なお、このように整理すると、共通事業所の母集団は、本系列の母集団とは異

なり、既存事業所であることは明らかである。このため、現在のように、本系列

と同じ母集団として復元しているのは、５（４）でも述べたように、あくまでも

便宜上の「近似的な手段」と呼ぶべきものであり、共通事業所の母集団である既

存事業所への何らかの復元の方法を考えるべきである。 

 



- 17 - 

 

（３）時系列比較が可能となる既存事業所の動向を示す新たな指標の検討 

以上のことから、時系列比較が可能となる継続事業所を、「既存事業所」の動

向を表す新たな指標として検討していくことを、ここで提案したい。 

 

本系列が示す、すべての事業所の動向は、経済構造の変化等を含めた我が国の

賃金水準を示す基本指標となっているが、今回の提案は、これに加え、補完的な

情報として、新しく開設された事業所の影響を除いた既存事業所の動向を提供

することである。 

 

本系列は、産業・企業の新陳代謝なども反映する我が国経済のダイナミックな

動向も含めて集計しているものであるが、その中には、当然継続的に活動するも

のも多く存在しており、既存事業所の集計値は、それらの動きを取り出した指標

として活用できる可能性があると考えられる。 

 

共通事業所は、サンプルサイズが小さいものの、変動係数などの点では安定的

な動向を示す面もあり、抽出調査には不可避であるサンプル入替等に伴うギャ

ップの除去という面でも有効な手法の一つではあることは確認されたが、一方

で、「当月と前年同月の両方で回答している事業所のみを対象」とする定義ゆえ

に、強い非標本誤差が存在することや、母集団が月ごとに異なるものとならざる

を得ず、時系列比較可能な指標とすることはできなかった。 

 

このため、新たな概念としての既存事業所は、日本全体の事業所の動向を把握

する本系列とは別に、我が国に存在するすべての継続的に経済活動を行ってい

る事業所に着目しつつ、かつ、時系列比較可能な集計値とすることが想定される

ものであることから、本系列とは違った角度からの我が国の経済の動きを把握

する可能性を持った指標として検討していくことが考えられる。このような新

たな概念としての既存事業所は、従来の賃金統計を補完し、同一の事業所に着目

するという点で、労働者一人ひとりの賃金の動向に近い情報を提供するものと

しての役割が期待できるため、抽出調査には不可避であるサンプル入替等に伴

うギャップの除去という面で有効な現在の共通事業所のメリット・デメリット

を踏まえ、一体でみていくことが適当である。 

 

 

（４）「既存事業所」の母集団の設定について 

このように整理された既存事業所に係る集計に当たっては、その母集団とな

るべきものを明確にすることが不可欠であるが、それが明確に設定できるよう

になれば、そのサンプルと見なして復元も可能となり、これを通じて、新しい集

計値として位置づけることができる。さらに、一定の母集団からの抽出したサン

プルと見なせることから、時系列比較が可能な指標として定義することも可能
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になると考えられる。 

 

既存事業所の母集団設定については、本系列と同様に経済センサスを活用す

ることが考えられるが、設立年の情報が必要であるとともに、最新の情報をどこ

まで反映できるかに課題があり、現在進められている事業所母集団データベー

スの改善の取組状況にも注視する必要がある。 

また、米国での賃金・労働時間統計を参考に、現在毎月勤労統計の母集団労働

者数の補正に使用している雇用保険の事業所データの活用や、さらには、労働者

サイドからの統計調査である労働力調査の活用も、今後の検討の可能性を期待

したい。 

さらに、仮に母集団を設定した場合にも、継続事業所を集計対象とした場合に

は抽出であるためのサンプル入替に伴うギャップが発生する可能性がある。 

いずれにせよ、母集団の設定及び集計に係るこれらの課題については、引き続

き検討を行うことが必要である。 

 

なお、母集団の設定が行われる前の段階においては、既存の集計値についての

誤差計算ができないこととなるが、これについては、当面の間は、集計表にサン

プル数を明示することにより、誤差の目安を示すことが適当と考える。 

 

 

（５）今後の分析の必要性 

今後、新たに「既存事業所」の指標を検討していくに当たっては、前述の５（２）

及び（３）にあるとおり、現在の毎月勤労統計は、制度変更の移行期間であり、

現時点でのデータによる分析結果には、その影響が一定程度含まれる可能性が

あることを考慮しなければならない。 

これを踏まえると、本検討会での分析は暫定的なものとならざるを得ず、制度

が平準化し、安定的な分析ができる時点で、本検討会で行った共通事業所に係る

分析を改めて行うことが不可欠であり、その結果を基にして、既存事業所の動向

を示す新たな指標のあり方について検討を行うべきである。 

 

その際、「既存事業所」の指標は、同一の事業所に着目するという点では、労

働者一人ひとりの賃金の動向に相対的に近いものとなることが期待される。 

 

なお、この点に関連して、現在の共通事業所の集計値は、それぞれの労働者が

持つ自分の事業所の賃金変化の実感に対応するとの考え方がある。これは、共通

事業所の集計値が同一事業所での賃金の変化と捉えているので、個々の労働者

の賃金の変化に近似する、すなわち、労働者からみた賃金動向の実感により近い

と考えられるからである。ただし、毎月勤労統計調査はあくまでも事業所単位の

調査であるため、４（４）にあるとおり、同一事業所内の労働者構成の変化の影

響が含まれており、個々の労働者の賃金の変化を捉えることは不可能である。そ
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ういう意味では、今後検討することとなる「既存事業所」の指標も、引き続き、

正確には、既存事業所における平均労働コストの変化と考えるのが適当である。 

毎月勤労統計の活用に当たっては、このような調査方法上の限界に十分留意

すべきであり、仮に、個々の労働者の賃金の動向を的確に捉えることを主たる目

的に置くのであれば、その際には、労働者個人のパネルデータによる統計を検討

する必要があるであろう。 

 

 

７ 結び 

 

本検討会では、「共通事業所」について、その特性等について様々な角度から

分析し、その意味するものについて検討を行ってきた。 

毎月勤労統計の調査対象事業所（サンプル）のうちから、当月と前年同月との

両方に回答のあった共通事業所からなる継続サンプルを活用して本系列と異な

る集計値を作成することは、大変興味深いものである。 

 

一方で、継続サンプルの活用については、我が国の賃金統計においてはこれま

で活用の実績がほとんどなく、意欲的な取組と評価できるが、その分析等はまだ

十分ではなく、本検討会で提唱した「既存事業所」の指標の検討を含め、今後の

更なる検討が期待されるものである。 

 

近年は、EBPM（証拠に基づく政策立案）が政府において積極的に推進されてい

るなど、統計の重要性が従来以上に高まってきている。 

このような中で、統計ユーザーの様々なニーズに対応したデータの提供とい

う観点からも、共通事業所についての検討が更に進められることを願うもので

ある。 

 

本検討会の検討の対象である「共通事業所の集計値」は、毎月勤労統計調査に

おける、抽出調査であるがゆえに発生するサンプル入替に伴う標本誤差、あるい

は母集団となるベンチマークの更新に伴うギャップの影響こそ除去できるもの

の、その一方では、「当月と前年同月の両方で回答している事業所のみを対象」

としていることや調査票の回収率が 100％でないことに伴う非標本誤差等の影

響等をはらみながら、統計ユーザーが活用できる指標として提供されているも

のである。 

 

しかし、こうした問題は本系列にも一部共通しており、本系列を含め、これら

の誤差等が適切に低減され、統計調査の精度が向上されることが本来求められ

ることだと言えよう。そのためには、まずはローテーション・サンプリングの安

定的な実施、母集団データベースの適時の更新、調査票の回収率の向上等が不可

欠である。 
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本系列のあり方については、本検討会に求められているミッションを超える

ものであるが、共通事業所に係る検討の中で、本系列における様々な課題にも広

く議論が及んだことを踏まえ、統計作成部局においては、統計ユーザーの利便性

を考慮した更なる情報提供や毎月勤労統計の制度設計に係る不断の見直し等に

ついて継続的に検討を行うなど、統計メーカーとして精度向上のために精力的

に取り組むことを期待したい。  



- 21 - 

 



 

 

 

参考資料 

 

○ 毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点

に係る検討会 開催要綱 

 

○ 開催実績 

 

○ 毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点

に係る検討会 中間的整理 概要及び本文 

 

 

- 22 - 



- 23 - 

毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点に係る検討会 

開催要綱 

平成 31 年 2 月 

 

１ 開催趣旨 

  実質賃金は、毎月勤労統計の労働者全体の水準を表す本系列において毎月公表し

ている。 

一方、平成 30 年 1 月より、「前年同月分」及び「当月分」ともに集計対象となっ

た調査対象事業所（以下「共通事業所」という。）の賃金に係る前年同月比を公表し

ている。 

  この「共通事業所」の賃金の集計値については、統計ユーザーの多様なニーズに

対応するため実質賃金も示すことを求める意見がみられる一方、実質賃金を示すた

めには「共通事業所」の集計値の特性に起因する課題など様々な論点が存在する。 

このため、毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる様々な論点に

ついて、統計的な観点からの専門家による検討の場を設け、課題を整理することと

する。 

 

２ 検討事項 

  以下の事項を中心に検討する。 

(1)「本系列」と比較した「共通事業所」の集計値の特性 

(2)「共通事業所」の賃金の集計値の指数化をめぐる論点 

(3)「共通事業所」の賃金の対前年同月比の実質化をめぐる論点 

 

３ 構成員 

  構成員は別紙のとおりとする。 

 

４ 運営等 

（1）検討会は、政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担当）が別紙の

有識者の参集を求めて開催する。 

（2）検討会には座長を置き、構成員の互選により定める。 

（3）検討会には座長代理を置くことができる。 

座長代理は、座長が構成員の中から指名するものとし、座長を補佐し、座長不

在の場合にはその職務を行う。 

(4) 座長は、必要があると認めるときは、構成員以外の関係者に検討会への出席を

求め、意見を聴くことができる。 
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(5) 検討会は、原則として公開する。ただし、座長は、公開することにより検討に

著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があると認め

るときは、会議を非公開とすることができる。 

(6) 検討会の資料は、原則として公表する。ただし、座長は、公表することにより

検討に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるとき、その他正当な理由がある

と認めるときは、資料を非公表とすることができる。 

(7) 検討会は、議事録を作成し公表する。ただし、会議を非公開とする場合には、

議事要旨を公表する。 

（8）検討会の庶務は、政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担当）付

参事官付統計企画調整室及び雇用・賃金福祉統計室において行う。 

(9) 前各項のほか、検討会の運営その他の検討会に関し必要な事項は、座長が定め

る。 
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別紙 

 

 

毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点に係る検討会構成員 

 

 

石 原 真三子 武蔵野大学経済学部教授 

 

稲 葉 由 之 明星大学経済学部教授 

 

今 野 浩一郎 学習院大学名誉教授 

 

神 林   龍 一橋大学経済研究所教授 

 

樋 田   勉 獨協大学経済学部教授 

 

野 口 晴 子 早稲田大学政治経済学術院教授 

 

山 田   久 日本総合研究所理事/主席研究員 

 

 

 



開催実績 

第１回 平成 31 年２月 22 日 

１．「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点について 

２．その他 

第２回 平成 31 年２月 28 日 

１．本系列と比較した「共通事業所」の集計値の特性について 

２．その他 

第３回 平成 31 年３月６日 

１．有識者からのヒアリング 

２．その他 

第４回 平成 31 年３月７日 

１．本系列と比較した「共通事業所」の集計値の特性等について 

２．その他 

第５回 平成 31 年３月 12 日 

１.「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点について 

２.その他 

第６回 平成 31 年３月 19 日 

１．中間的整理に向けた論点の整理について 

２．その他 

第７回 平成 31 年３月 29 日 

１．中間的整理（案）について 

２．今後の具体的な検討作業の進め方について 

３．その他 

第８回 平成 31 年４月 22 日 

１．「共通事業所」及びその集計値に係る分析について 

２．その他 

第９回 令和元年５月 13日 

１．「共通事業所」及びその集計値に係る分析等について 

２．その他 

第 10回 令和元年６月 10 日 

１．「共通事業所」及びその集計値に係る分析等について 

２．その他 

第 11回 令和元年６月 24 日 

１．「共通事業所」及びその集計値に係る分析等について 

２．その他 

第 12回 令和元年７月 22 日 

１．「共通事業所」及びその集計値に係る分析等について 

２．その他 

第 13回 令和元年８月６日 

１．「共通事業所」及びその集計値に係る分析等について 

２．とりまとめに向けた検討について 

３．その他 

第 14回 令和元年９月４日（予定） 

１．毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点に係る検討会 報告書（案）について 

２．その他 
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図
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4
月

3
月

2
月

1
月

共
通

事
業

所
の

集
計

値

実
額

前
年

同
月

比

毎
月
勤
労
統
計
の
「
共
通
事
業
所
」
の
賃
金
の
実
質
化
を
め
ぐ
る
論
点
に
係
る
検
討
会

中
間
的
整
理
（
概
要
)

○
「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」は
、１
年
前
と当
月
の
両
方
で
回
答
して
い
る
調
査
対
象
の
み
を対
象
。

⇒
前
年
と比
較
す
る
か
、翌
年
と比
較
す
る
か
で
、当
月
の
集
計
対
象
事
業
所
が
異
な
り、
その
結
果
、各
年
各
月
に
お
い
て
２
つ
の
実
数
が
併
存
。

当
月
と翌
月
との
比
較
に
お
い
て
は
、そ
れ
ぞ
れ
で
１
年
前
と両
方
に
回
答
して
い
る
とい
う制
約
が
あ
る
こと
か
ら、
両
者
は
異
な
る
事
業
所
群
。

「
共

通
事

業
所

」
に

つ
い

て
は

、
名

目
賃

金
額

及
び

前
年

同
月

比
の

み
公

表
し

て
お

り
、

名
目

賃
金

指
数

や
実

質
賃

金
指

数
（

※
）

に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
作

成
し
て
い
な
い

。
（
※
）
名
目
賃
金
指
数
及
び
実
質
賃
金
指
数
に
つ
い
て
は
、
「
本
系
列
」
に
お
い
て
公
表
。

「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」と
は

平
成
３
１
年
３
月
２
９
日

厚
生

労
働

省
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（
これ
ま
で
の
議
論
）

○
「共
通
事
業
所
」と
その
集
計
値
の
特
性
とし
て
は
、

・１
年
前
と当
月
の
両
方
で
回
答
して
い
る
調
査
対
象
の
み
に
限
定
して
い
る
た
め
に
、事

業
所
の
入
替
方
法
の
違
い
か
ら、
事
業
所
規
模
別
・産
業
別
等
を
見
た
場
合
に
サ
ン
プ

ル
に
偏
りが
あ
り、
結
果
の
精
度
に
影
響
を与
え
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。

・継
続
的
に
回
答
して
い
る
事
業
所
が
集
計
対
象
に
な
りや
す
い
とい
う特
性
か
ら、
その
結

果
に
つ
い
て
一
定
の
バ
イ
ア
ス
が
あ
る
可
能
性
が
あ
る
。

な
どが
考
え
られ
る
。

○
「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」は
、前
年
同
月
との
比
較
は
可
能
な
も
の
だ
が
、各
月
の

サ
ン
プル
が
異
な
る
こと
や
同
じ月
で
２
つ
の
数
値
が
存
在
す
る
こと
等
か
ら、
時
系
列
とし

て
連
続
的
に
指
数
化
す
る
こと
は
、現
在
の
定
義
の
まま
で
は
困
難
と考
え
られ
る
。

○
実
質
化
とは
、名
目
値
の
動
きか
ら価
格
変
動
の
影
響
を取
り除
くこ
とで
あ
る。

○
「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」の
実
質
賃
金
に
つ
い
て
は
、こ
うし
た
「実
質
化
」が
持
つ
本

来
的
な
意
味
を
踏
まえ
つ
つ
、そ
の
計
算
の
可
否
を判
断
す
る
必
要
が
あ
る。

○
実
質
化
に
当
た
り、
「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」の
特
性
に
あ
った
物
価
指
数
(デ
フ

レ
ー
ター
)で
調
整
す
る
こと
も
考
え
られ
る
が
、現
在
の
物
価
指
数
の
研
究
状
況
を
踏
ま

え
る
と、
共
通
事
業
所
の
特
性
に
合
った
物
価
指
数
を作
成
す
る
こと
は
困
難
で
あ
る
。

○
前
提
条
件
、利
用
上
の
注
意
の
情
報
提
供
を
つ
け
て
「共
通
事
業
所
」の
実
質
賃
金

を
公
表
す
べ
き
との
意
見
が
あ
る
が
、統
計
の
専
門
家
とい
う立
場
で
、共
通
事
業
所
の

サ
ン
プル
・集
計
値
の
特
性
や
実
質
化
をめ
ぐる
様
々
な
論
点
に
つ
い
て
統
計
的
な
視
点

か
ら課
題
を
整
理
す
る
こと
が
、本
検
討
会
の
開
催
の
趣
旨
で
あ
る
の
で
、引
き
続
き
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
。
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「
共

通
事

業
所

の
集

計
値

」
の

事
業

所
数

が
、

「
本

系
列

」
の

事
業

所
数

に
占

め
る

割
合

実
質
化
に
む
け
た
論
点
の
検
討
状
況

（
さ
らに
検
討
す
べ
き
課
題
）

○
「本
系
列
」が
、無
作
為
抽
出
に
よ
り日
本
全
体
の
賃
金
水
準
を集
計
した
も
の
で
あ
る
一
方
、「
共
通
事
業
所
の
集
計
値
」は
、い
か
な
る
も
の
を代
表
す
る
数
値
で
あ
る
か
、そ
の
意
味
す
る

とこ
ろ
を考
え
る
必
要
が
あ
る
。

○
「共
通
事
業
所
」に
は
サ
ン
プ
ル
に
一
定
の
偏
りが
あ
る
が
、事
業
所
規
模
・産
業
・都
道
府
県
等
の
利
用
可
能
な
情
報
で
コン
トロ
ー
ル
した
後
で
平
均
賃
金
の
水
準
に
偏
りが
あ
る
か
どう
か

を計
算
す
べ
きで
あ
る。

○
共
通
事
業
所
の
「サ
バ
イバ
ル
・バ
イア
ス
」や
、事
業
所
規
模
・産
業
の
区
分
ご
との
サ
ンプ
ル
の
安
定
性
の
違
い
が
賃
金
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
検
討
す
る
こと
が
必
要
で
あ
る
。

○
「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」は
、「
本
系
列
」と
比
べ
、サ
ン
プル
の
偏
りや
集
計
結
果
に
一
定
の
バ
イア
ス
が
あ
る
可
能
性
が
あ
る
こと
か
ら、
その
利
用
に
は
一
定
の
限
界
が
あ
る
と思
わ
れ
る
の

で
、本
検
討
会
の
検
討
事
項
を
超
え
て
い
るが
、今
後
「本
系
列
」に
お
い
て
何
らか
の
工
夫
を目
指
す
べ
きで
は
な
い
か
。

○
「共
通
事
業
所
の
集
計
値
」は
、１
年
前
との
比
較
とい
う短
期
的
な
動
向
を見
る
た
め
に
、特
定
の
影
響
を除
去
した
前
年
同
月
比
を算
定
す
る
とい
う限
定
的
な
目
的
の
参
考
値
で
あ
り、

指
数
化
を前
提
とし
た
作
成
方
法
とな
って
い
な
い
た
め
、指
数
化
に
は
それ
に
応
じた
作
成
方
法
の
検
討
が
必
要
で
あ
る。

○
実
質
化
す
る
の
で
あ
れ
ば
、「
共
通
事
業
所
の
集
計
値
」は
そも
そも
どう
い
った
数
値
な
の
か
を整
理
し、
その
実
質
化
は
どの
よう
な
意
味
を持
つ
も
の
で
あ
るか
を示
す
べ
きで
あ
る
。

○
毎
勤
の
個
票
デ
ー
タを
活
用
して
共
通
事
業
所
の
サ
ンプ
ル
や
そ
の
集
計
値
の
バ
イア
ス
の
補
正
が
可
能
か
どう
か
、今
後
、分
析
を行
う。

「
さ
ら
に
検
討
す
べ
き
課
題
」
で
挙
げ
ら
れ
た
も
の
を
検
討
す
る
た
め
に
、
必
要
な
作
業
(
再
集
計
、
分
析
を
含
む
)
を
進
め
る
。

今
後
の
進
め
方

2

（
※
）
第
３
回
検
討
会
に
お
い
て
は
、有
識
者
か
らの
ヒア
リン
グ
を
実
施

「
共
通
事
業
所
の
集
計
値
」
の
事
業
所
数
が
、
「
本
系
列
」
の
事
業
所
数
に
占
め
る

割
合
を
み
る
と
、
5
0
0
人
以
上
事
業
所
で
は
80
％
程
度
、
５
～
2
9
人
事
業
所
で
は

3
0
％
程
度
と
な
っ
て
い
る
。
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 毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点に係る検討会 

中間的整理 

 

平成 31 年 3 月 29 日 

１「共通事業所の集計値」とは 

○ 毎月勤労統計において「本系列」として公表されている数値は、我が国の

常用労働者 5人以上規模のすべての事業所を母集団として、無作為抽出に基

づき算出されているものであり、日本の経済全体の賃金や労働時間等の水準

やその動きを表している指標である。 

○ したがって、「本系列」は、経済構造の変化に伴う動きも反映され、それら

を含めた我が国の賃金等の指標であり、時系列比較も可能な統計であること

から、名目賃金指数及び実質賃金指数を作成・公表している。 

○ ただし、サンプル入替時や、基準とする事業所規模・産業別の労働者構成

割合の見直し（労働者のウェイト変化）の際には、一時的な断層（ギャップ）

が発生する。 

○ この影響を除去した短期的な賃金等の動向を見るために、同一の事業所の

前年同月比を参考値として公表しているものが、「共通事業所の集計値」で

ある。景気指標として多数の人々が実感するのは、自分の事業所の平均賃金

の変化であるとの指摘があり、共通事業所はそれに対応した指標でもある。 

○ 具体的な集計方法は、 

①調査対象事業所の部分入れ替え 

②産業構造の変化等に伴う労働者のウェイトの変化 

の影響を除いたものとするよう、１年前と当月の両方で回答している調査対

象（共通事業所）のみに限定し、１年前と当月の労働者のウェイトを同一の

ものとして集計して、前年同月比を算定している。従来は、事業所規模 30～

499 人以下については、２～３年ごとにサンプルを総入替していたものを、

平成 30 年１月に、部分入替（ローテーション・サンプリング）方式に変更

したことから、集計が可能となった。 

○ 「共通事業所の集計値」は、前年同月比という１年間の動きに限定して集

計することを目的としているので、１年前と当月の両方で回答している調査

対象のみを対象としている。このため、前年と比較するか、翌年と比較する

かで、当月の集計対象事業所が異なり、その結果、各年各月において２つの

実数が併存することとなる。また、あくまでも前年同月との比較をする目的

のため、当月と翌月との比較においては、それぞれで１年前と両方に回答し

ているという制約があることから、両者は異なる事業所群となっている。 

○ 以上のような限定的な集計値であるため、「本系列」のような長期的な時

系列比較が可能な指標とはなっていない。 
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○ こうしたことから、「共通事業所」については、名目賃金額及び前年同月

比のみ公表しており、名目賃金指数や実質賃金指数については、これまで作

成していない。 

 

（共通事業所の集計値のイメージ図） 

 

（共通事業所の集計値） 

平成28年 平成29年 平成30年 平成29年 平成30年

268,258 272,965 1.8

276,964 277,697 0.3

263,248 263,537 0.1

266,618 268,842 0.8

278,777 279,747 0.3

284,826 288,135 1.2

275,615 278,802 1.2

280,402 281,553 0.4

271,342 273,001 0.6

276,408 277,302 0.3

437,441 440,253 0.6

445,035 451,154 1.4

373,904 373,363 -0.1

377,481 380,165 0.7

272,356 275,883 1.3

274,845 277,199 0.9

266,316 269,465 1.2

270,527 270,801 0.1

269,144 270,424 0.5

270,722 273,197 0.9

278,093 282,131 1.5

283,606 286,339 1.0

556,123 563,960 1.4

564,661 575,980 2.0
12月

11月

10月

9月

8月

7月

6月

5月

4月

3月

2月

1月

共通事業所の集計値

実額 前年同月比
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２ 実質化に向けた論点の検討状況 

毎月勤労統計の「共通事業所」の賃金の実質化をめぐる論点に係る検討会（以

下「検討会」という。）での実質化（※）に向けた論点の検討状況は、以下の通

りである。なお、第３回検討会においては、有識者からのヒアリングを実施し

た。 

（※）実質化とは、時価で表示した価額（名目値）の動きから価格変動の影響を取り除くこと 

 

論点１ 実質化を検討するに当たり、「本系列」と「共通事業所の集計値」の

特性をどう考えるか。 

 

（これまでの議論） 

(1) 「共通事業所」のサンプル特性について 

○ 「本系列」が無作為抽出であることに対して、１年前と当月の両方で回

答している調査対象のみに限定しているために、事業所の入替方法の違

いから、事業所規模別・産業別等見た場合にサンプルに偏りがあり、結

果の精度に影響を与えている可能性がある。（本系列と比較して、500 人

以上規模事業所の割合が高く、5～29 人規模事業所の割合が低いなど） 
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○ 新規事業所の影響が反映されておらず、標本に偏りがある可能性がある。 

○ 継続的に回答している事業所が集計対象になりやすいという特性から、

その結果について一定のバイアスがある可能性がある。（本系列と比較し

て、賃金額が相対的に高い可能性があるなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)「共通事業所」の集計値の特性について 

○ 「共通事業所の集計値」の前年同月比を時系列でみる場合には、 

・標本数が少なくなるため、標本誤差が大きくなること。（事業所規模・

産業別に、その影響に差があると考えられる。） 

・作成が開始されてから 12 か月分のデータであり、蓄積が乏しいこと。 

・ローテーション・サンプリングの経過措置の間には、入替割合に相違

があるため、精度が変化し、指標として安定していない。 

 といった課題が存在する。 

 

(3) 「共通事業所」の賃金変化率について 

共通事業所と未提出事業所との比較（平成 29 年各月） 
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○ 「共通事業所」の賃金変化率は、同一事業所に勤続し続けることを前提

とした賃金変化を近似するものであり、計測対象とする労働市場を実質

的に限定していることは意識する必要がある。 

○ 「共通事業所の集計値」は継続就業者の平均賃金の変化率を「本系列」

よりも正確に求められるが、ただし、継続事業所でも採用・退職等により

労働者は入れ替わっており、継続就業者＝同一個人の賃金水準の変化率

を正確に推定できるわけではないことには注意が必要である。（毎月勤労

統計はあくまでも事業所側からの情報である。） 

 

 （さらに検討すべき課題） 

(1) 「共通事業所の集計値」の意味について 

○ 「本系列」が、無作為抽出により日本全体の賃金水準を集計したもので

ある一方、「共通事業所の集計値」は、いかなるものを代表する数値であ

るか、その意味するところを考える必要がある。 

○ 「共通事業所の集計値」は、日本経済全体の状況を知るための指標では

ないので、本系列の代替ではなく、経済全体のなかの「共通事業所」の状

況を知る意味は何かを考えることになる。 

 

(2) 「共通事業所」のサンプル特性について 

○ 「共通事業所」の現状のサンプルの精度評価が必要である。さらに、今

後サンプルの入替方式が平準化されてから（2018 年 1 月の入替から 30～

499 人規模においてローテーション・サンプリング方式が導入されたが、

当初は 2分の 1を入れ替えるなど経過措置が取られており、全サンプルが

各年 3 分の１入替に平準化されるのは 2021 年 1 月以降である。）、改めて

精度評価が必要である。 

○ 「非共通事業所」が「共通事業所」のサンプル特性の偏りに及ぼす影響

を確認する必要がある。 

○ 「非共通事業所」には、廃業等による脱落と、未回答のために対象外と

なったものがあり、分析においては分けて考える必要がある。 

○ 「非共通事業所」の特性（脱落あるいは未回答となる事業所はどのよう

な特性を持つか）を確認する必要がある。 

 

(3) 集計値の復元等の集計方法について 

○ 「共通事業所」の母集団とは、「本系列」の母集団と同じなのか、ある

いは、いわゆる「既存事業所」（前年から存続している事業所）であり、

「本系列」の母集団から１年間に新設された事業所を除いたもの、と考

えてよいか。後者の場合であれば、母集団への復元・集計方法として、

「本系列」とは変える必要がある。 
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○ 共通事業所はサンプル数が少ないため、その復元・推定に当たっては精

度が問題であり、賃金額の標準偏差等を計算することを検討すべきではな

いか。 

○ 事業所規模・産業ごとに「共通事業所」と「非共通事業所」の「集計値」

の差を分析した上で、望ましいウェイトを検討することが必要である。 

○ 事業所規模・産業別の単位集計区分ごとに推定比率を乗じる推計方法

を行っているので、共通事業所について、区分内での本系列との比較や、

サンプル数が少ないために区分内で事業所が０となる可能性が相対的に

高いことの影響等を検討することが必要である。 

 

(4) 集計値の偏りについて 

○ 「共通事業所」にはサンプルに一定の偏りがあるが、事業所規模・産業・

都道府県等の利用可能な情報でコントロールした後で平均賃金の水準に

偏りがあるかどうかを計算すべきである。 

○ 「本系列」と「共通事業所の集計値」の誤差と水準、変化率の違いにつ

いて、特に５～29 人規模事業所が及ぼしている影響について検討するこ

とが必要である。（５～29 人規模事業所については、調査対象事業所が半

年ごとに３分の１ずつ入れ替わるため、共通事業所として集計される割合

が他の事業所規模と比較して低く、結果の精度に影響を与えている可能性

がある。） 

○ 共通事業所の「サバイバル・バイアス」（継続的に回答している事業所

が対象となる可能性が高く、経営的に安定していて賃金水準が相対的に高

いなどの特性が存在すること）や、事業所規模・産業の区分ごとのサンプ

ルの安定性の違いが賃金に及ぼす影響について検討することが必要であ

る。 

 

(5) 賃金変化率の偏りについて 

○ 「共通事業所」の賃金水準について偏りがあるとしても、賃金変化率に

ついて偏りがあるかはわかっていない。賃金水準と賃金変化率との関係が

「共通事業所」と「非共通事業所」で同一であれば、賃金水準の偏りを基

に賃金変化率の偏りも補正できると想定できるが、この点は検証する必要

がある。 

 

(6) 「共通事業所の集計値」の活用について 

○ 「共通事業所の集計値」は、「本系列」と比べ、サンプルの偏りや集計

結果に一定のバイアスがある可能性があることから、その利用には一定

の限界があり、正しく活用してもらうためにどのような情報提供が必要

であるかを検討する必要がある。 
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○ 本検討会の検討事項を超えているが、今後「本系列」において何らかの

工夫を目指すべきではないか。さらに、本系列における賃金変化はどのよ

うに新規事業所、継続事業所、廃棄事業所の影響に分解できるかを検討す

る必要がある。 

 

 

 

論点２ 「共通事業所の集計値」については、その比較の基となる賃金額が、

同年同月で２種類存在するが、こうした共通事業所の基本的性格に照らし、

「共通事業所の集計値」の「実質賃金指数」の作成についてどう考えるか。 

 

（これまでの議論） 

○ 「共通事業所」については、前年同月との共通事業所群と、翌年同月と

の共通事業所群は異なる事業所群になるため、各月において２つの実数

が併存するという基本的性格から、経年変化をみる指数化になじまない。 

○ 加えて、当月と翌月との比較においても、それぞれで１年前と両方に

回答しているという制約があることから、両者は異なる事業所群となっ

ており、単純に比較ができない。 

○ また、労働者ウェイトの変化の影響を除去するため、１年前の集計値

と当月とを比較する際には、それぞれの集計において労働者のウェイト

を共に当月のものを使用して、前年同月比を算定するという、本系列と異

なる計算式を用いている。 

○ このため、前年同月との比較は可能だが、時系列として連続的に指数

化することは、現在の定義のままでは困難と考えられる。 

○ 共通事業所はウェイト更新の影響を除去しているが、各月において前

年と翌年それぞれと比較する二つの事業所群から得られる数値の差には、

その影響が含まれていると考えられることから、長期的な指数を作った

場合、本系列のギャップは含まれる可能性があることに留意する必要が

ある。 

○ 「共通事業所の集計値」はギャップの影響を除去するために行っている

が、ギャップ自身は経済の構造変化などダイナミックな動きを示すもの

であり、非常に重要な情報であるので、情報を出すことは必要である。 

○ 前提条件、利用上の注意の情報提供をつけて「共通事業所」の実質賃金

を公表すべきとの意見があるが、統計の専門家という立場で、共通事業

所のサンプル・集計値の特性や実質化をめぐる様々な論点について統計

的な視点から課題を整理することが、本検討会の開催の趣旨であるので、

引き続き検討する必要がある。 
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（さらに検討すべき課題） 

○ 「共通事業所の集計値」は、１年前との比較という短期的な動向を見る

ために、特定の影響を除去した前年同月比を算定するという限定的な目

的の参考値であり、指数化を前提とした作成方法となっていないため、

指数化にはそれに応じた作成方法の検討が必要である。 

○ 母集団労働者数への復元においても、便宜上「本系列」と同じ労働者ウ

ェイトを使用しているが、時系列比較が可能な指数を作成するに当たっ

ては、サンプルの偏りやその特性を踏まえた復元方法を検討すべきであ

る。 

○ 一案として、サンプルの偏りを踏まえた集計方法や、「共通事業所」と

「非共通事業所」との差を分析した上でのその特性に応じた補正を行う

ことを検討するにより、指数化を行うことが考えられる。 

○  ただし、仮にそのような指数を作成した場合に、それが現行の「共通

事業所の集計値」とは異なるものとなることも考えられ、どのような意

味を持つかは、改めて整理する必要がある。 

○  毎月勤労統計の個票データを活用して共通事業所のサンプルやその

集計値のバイアスの補正が可能かどうか、今後、分析を行うこととする。 

 

 

 

論点３ 仮に「共通事業所の集計値」の前年同月比から、消費者物価指数を用

いて、「共通事業所の集計値の前年同月比を実質化した値」を算出したとする

と、実質化の本来的な意味に照らし、この数値はどのような意味を持つのか。 

 

（これまでの議論） 

○ 実質化とは、すなわち、時価で表示した価額（名目値）の動きから価格

変動の影響を取り除くことであり、単に前年との比較と言うよりは、物

価の変動を踏まえた賃金等の価値を示すために行うものである。 

○  実質化には、月々の動向を見る短期的なものと、年収ベース等で考え

る長期的なものとの、両方の視点が存在することにも留意が必要である。 

○ 「共通事業所の集計値」の実質賃金については、「実質化」が持つ本来

的な意味を踏まえつつ、その計算の可否を判断する必要がある。 

○ 実質化に当たり、「本系列」では消費者物価指数（帰属家賃を除く総合）

を用いているが、一定の特性を持つ「共通事業所の集計値」について、そ

の特性にあった物価指数（デフレーター）で調整することも考えられる

が、現在の物価指数の研究状況を踏まえると、共通事業所の特性に合っ

た物価指数を作成することは困難である。 
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（さらに検討すべき課題） 

○ 実質化するのであれば、その前提として、「共通事業所の集計値」はそ

もそもどういった数値なのかを整理し、その実質化はどのような意味を

持つものであるかを示すべきである。 

 

３ 今後の進め方 

「さらに検討すべき課題」で挙げられたものを検討するために、必要な作

業(再集計、分析を含む)を進める。 


